住宅耐震改修に係る固定資産税減額申告書
	納税者の住所
	

	納税者の氏名
	

	申告する家屋の所在地
	

	〃　　家屋番号
	

	　　〃　　家屋の種類
	

	　　〃　　床面積
	㎡　　

	　　〃　　居住用部分の床面積
	　㎡　　

	家屋の建築年月日（登記年月日）
	　　　年　　　月　　　日

	耐震改修工事完了年月日
	　　　年　　　月　　　日

	耐震改修に要した費用
	円　　

	工事完了後3ヶ月以内に申告できなかった理由
	


　　上記のとおり申告いたします。
　　年　　月　　日
申告者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申告者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　（納税者との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　）

常　総　市　長　　殿

（注1） 申告書には、必要書類等を添付してください。（必要書類については、裏面をご参照ください。）

（注2） 申告書を提出する日が、新たに固定資産税を課されることとなる年度の初日の属する年の
1月31日以降になる場合は、申告書を提出できなかった理由を記入してください。

○申告書に添付する必要書類
１．建築士，指定確認検査機関，登録住宅性能評価機関及び住宅瑕疵担保責任保険法人が発行した耐震基準適合証明書

２．耐震改修に要した費用を証する書類

○対象となる住宅の要件について

　昭和57年1月1日以前から在していた住宅について，平成18年1月1日から令和6年3月31日までの間に，建築基準法に基づく現行の耐震基準（昭和56年6月1日施行）に適合させるよう一定の改修工事（一戸当たりの工事費が50万円以上のものに限ります。）を施した場合。

※工事費用は，耐震改修に直接関係があるものしか該当しません。

○減額される税額について

　当該家屋に係る固定資産税額の2分の1

（固定資産税の減額の範囲は当該家屋の床面積の120㎡までとなります。）
　

○減額される期間について

　固定資産税の減額は，改修工事が完了した年の翌年度分からとなります。

　平成18年1月1日から平成21年12月31日までに改修した場合・・・・・3年度分

　平成22年1月1日から平成24年12月31日までに改修した場合・・・・・2年度分

　平成25年1月1日から令和6年3月31日までに改修した場合・・・・・・1年度分
